
規 則

告 示

�愛媛県告示第１１１号
地方自治法（昭和２２年法律第６７号）第９条の５第１項の規定によ

り、今治市長から公有水面の埋立てにより新たに生じた次の土地は

今治市の地域であることを確認した旨の届出があった。

平成１９年１月２６日

愛媛県知事 加 戸 守 行

�������
�愛媛県告示第１１２号
地方自治法（昭和２２年法律第６７号）第２６０条第１項の規定により、

今治市長から次のとおり字の区域を変更する旨の届出があった。

平成１９年１月２６日

愛媛県知事 加 戸 守 行

�������
�愛媛県告示第１１３号
地方自治法（昭和２２年法律第６７号）第９条の５第１項の規定によ

り、八幡浜市長から公有水面の埋立てにより新たに生じた次の土地

は八幡浜市の地域であることを確認した旨の届出があった。

平成１９年１月２６日

愛媛県知事 加 戸 守 行

�愛媛県規則第１号
愛媛県資源循環促進税条例の施行期日を定める規則を次のように定める。

平成１９年１月２６日

愛媛県知事 加 戸 守 行

愛媛県資源循環促進税条例の施行期日を定める規則

愛媛県資源循環促進税条例（平成１８年愛媛県条例第５２号）の施行期日は、平成１９年４月１日とする。

発 行 愛 媛 県
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新たに 生 じ た 土 地 の 所 在 面 積
（平方メートル）

今治市伯方町木浦字東長崎甲８４１の１、字長崎甲４６４２
の１及び甲４６４２の８並びに字瀬戸浜甲４５２０の１４、甲４５
２０の３８、甲４５２０の３９及び甲４５２０の４２の地先

１０，０６０．３６

字の名称
左記の区域に編入する新たに生じた土地

区 域 面 積
（平方メートル）

伯方町木
浦字東長
崎

今治市伯方町木浦字東長崎甲８４１の１、字長
崎甲４６４２の１及び甲４６４２の８並びに字瀬戸浜
甲４５２０の１４、甲４５２０の３８、甲４５２０の３９及び甲
４５２０の４２の地先公有水面埋立地

１０，０６０．３６

毎週（火・金）曜日発行 第１８３０号 平成１９年１月２６日

平成１９年１月２６日金曜日 第１８３０号

愛 媛 県 報

１１７



�������
�愛媛県告示第１１４号
地方自治法（昭和２２年法律第６７号）第２６０条第１項の規定により、

八幡浜市長から次のとおり字の区域を変更する旨の届出があった。

平成１９年１月２６日

愛媛県知事 加 戸 守 行

�������
�愛媛県告示第１１５号
地方自治法（昭和２２年法律第６７号）第９条の５第１項の規定によ

り、愛南町長から公有水面の埋立てにより新たに生じた次の土地は

愛南町の地域であることを確認した旨の届出があった。

平成１９年１月２６日

愛媛県知事 加 戸 守 行

�������
�愛媛県告示第１１６号
地方自治法（昭和２２年法律第６７号）第２６０条第１項の規定により、

愛南町長から次のとおり字の区域を変更する旨の届出があった。

平成１９年１月２６日

愛媛県知事 加 戸 守 行

�������
�愛媛県告示第１１７号
地方自治法（昭和２２年法律第６７号）第９条の５第１項の規定によ

り、愛南町長から公有水面の埋立てにより新たに生じた次の土地は

愛南町の地域であることを確認した旨の届出があった。

平成１９年１月２６日

愛媛県知事 加 戸 守 行

�������
�愛媛県告示第１１８号
地方自治法（昭和２２年法律第６７号）第２６０条第１項の規定により、

愛南町長から次のとおり字の区域を変更する旨の届出があった。

平成１９年１月２６日

愛媛県知事 加 戸 守 行

�������
�愛媛県告示第１１９号
地方自治法（昭和２２年法律第６７号）第９条の５第１項の規定によ

り、愛南町長から公有水面の埋立てにより新たに生じた次の土地は

愛南町の地域であることを確認した旨の届出があった。

平成１９年１月２６日

愛媛県知事 加 戸 守 行

�������
�愛媛県告示第１２０号
地方自治法（昭和２２年法律第６７号）第２６０条第１項の規定により、

愛南町長から次のとおり字の区域を変更する旨の届出があった。

平成１９年１月２６日

愛媛県知事 加 戸 守 行

�������
�愛媛県告示第１２１号
地方自治法（昭和２２年法律第６７号）第９条の５第１項の規定によ

り、愛南町長から公有水面の埋立てにより新たに生じた次の土地は

愛南町の地域であることを確認した旨の届出があった。

平成１９年１月２６日

愛媛県知事 加 戸 守 行

�������
�愛媛県告示第１２２号
地方自治法（昭和２２年法律第６７号）第２６０条第１項の規定により、

愛南町長から次のとおり字の区域を変更する旨の届出があった。

平成１９年１月２６日

愛媛県知事 加 戸 守 行

新たに 生 じ た 土 地 の 所 在 面 積
（平方メートル）

八幡浜市大島字須ノ元２番耕地４の地先 １４３．９５

字の名称
左記の区域に編入する新たに生じた土地

区 域 面 積
（平方メートル）

大島字須
ノ元

八幡浜市大島字須ノ元２番耕地４の地先公有
水面埋立地

１４３．９５

新たに 生 じ た 土 地 の 所 在 面 積
（平方メートル）

愛南町網代２４８の２、２５１の３、２９４の３、２９４の４及び
３５０の２の地先

２，１５７．４３

字の名称
左記の区域に編入する新たに生じた土地

区 域 面 積
（平方メートル）

網代 愛南町網代２４８の２、２５１の３、２９４の３、２９４
の４及び３５０の２の地先公有水面埋立地

２，１５７．４３

新たに 生 じ た 土 地 の 所 在 面 積
（平方メートル）

愛南町御荘平山５０３の３、５１８から５２６まで及び５２６の２
の地先

１，６０９．５５

字の名称
左記の区域に編入する新たに生じた土地

区 域 面 積
（平方メートル）

御荘平山 愛南町御荘平山５０３の３、５１８から５２６まで及
び５２６の２の地先公有水面埋立地

１，６０９．５５

新たに 生 じ た 土 地 の 所 在 面 積
（平方メートル）

愛南町外泊４９１の２、４９２及び４９３の地先 ６４３．８８

字の名称
左記の区域に編入する新たに生じた土地

区 域 面 積
（平方メートル）

外泊 愛南町外泊４９１の２、４９２及び４９３の地先公有
水面埋立地

６４３．８８

新たに 生 じ た 土 地 の 所 在 面 積
（平方メートル）

愛南町鯆越２９１の２、３００及び３１１の地先 ４，４３７．１４

字の名称
左記の区域に編入する新たに生じた土地

区 域 面 積
（平方メートル）

鯆越 愛南町鯆越２９１の２、３００及び３１１の地先公有
水面埋立地

４，４３７．１４

愛 媛 県 報平成１９年１月２６日 第１８３０号
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�愛媛県告示第１２３号
地方自治法（昭和２２年法律第６７号）第２８６条第１項本文の規定に

より、次のとおり新居浜・西条地区広域市町村圏事務組合の規約の

変更を許可した。

平成１９年１月２６日

愛媛県知事 加 戸 守 行

１ 変更事項

� 地方自治法の一部を改正する法律（平成１８年法律第５３号）が

平成１８年６月７日に公布され、一部の規定を除き平成１９年４月

１日から施行されることに伴う所要の変更

� 救急医療体制整備費の経費の分賦割合の変更

２ 規約変更年月日

平成１９年４月１日

３ 規約変更許可年月日

平成１９年１月１７日

�������
�愛媛県告示第１２４号
地方自治法（昭和２２年法律第６７号）第２８６条第１項本文の規定に

より、次のとおり八・西衛生事務組合の規約の変更を許可した。

平成１９年１月２６日

愛媛県知事 加 戸 守 行

１ 変更事項

地方自治法の一部を改正する法律（平成１８年法律第５３号）が平

成１８年６月７日に公布され、一部の規定を除き平成１９年４月１日

から施行されることに伴い、所要の変更を行う。

２ 規約変更年月日

平成１９年４月１日

３ 規約変更許可年月日

平成１９年１月１７日

�愛媛県告示第１２５号
地方自治法（昭和２２年法律第６７号）第２８６条第１項本文の規定に

より、次のとおり大洲地区内子運動公園事務組合の規約の変更を許

可した。

平成１９年１月２６日

愛媛県知事 加 戸 守 行

１ 変更事項

地方自治法の一部を改正する法律（平成１８年法律第５３号）が平

成１８年６月７日に公布され、一部の規定を除き平成１９年４月１日

から施行されることに伴い、所要の変更を行う。

２ 規約変更年月日

平成１９年４月１日

３ 規約変更許可年月日

平成１９年１月１７日

�������
�愛媛県告示第１２６号
地方自治法（昭和２２年法律第６７号）第２８６条第１項本文の規定に

より、次のとおり大洲市・内子町山林管理組合の規約の変更を許可

した。

平成１９年１月２６日

愛媛県知事 加 戸 守 行

１ 変更事項

地方自治法の一部を改正する法律（平成１８年法律第５３号）が平

成１８年６月７日に公布され、一部の規定を除き平成１９年４月１日

から施行されることに伴い、所要の変更を行う。

２ 規約変更年月日

平成１９年４月１日

３ 規約変更許可年月日

平成１９年１月１８日

�愛媛県告示第１２７号
クリーニング業法（昭和２５年法律第２０７号）第８条の２第１項の規定により、次のとおりクリーニング師の資質の向上を図るための研修

を指定した。

平成１９年１月２６日

愛媛県知事 加 戸 守 行

１ 研修の名称

クリーニング師研修

２ 主催者

東京都港区新橋六丁目８番２号

財団法人全国生活衛生営業指導センター

理事長 山 下 眞 臣

３ 研修の種類、開催日及び場所

種 類 開 催 日 場 所

集合して行う研修 平成１９年３月１８日（日） 松山市湊町７丁目５番地
松山市総合コミュニティーセンター

４ 受講料

５，０００円

�愛媛県告示第１２８号
クリーニング業法（昭和２５年法律第２０７号）第８条の３の規定により、次のとおりクリーニング所又は無店舗取次店の業務に関する知識

の修得及び技能の向上を図るための講習を指定した。

愛 媛 県 報平成１９年１月２６日 第１８３０号

１１９
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�愛媛県告示第１２９号
土地改良法（昭和２４年法律第１９５号）第１８条第１６項の規定により、

宇和島市土地改良区から次のとおり役員が就任し、及び退任した旨

の届出があった。

平成１９年１月２６日

愛媛県知事 加 戸 守 行

就 任

退 任

�������
�愛媛県告示第１３０号
土地改良法（昭和２４年法律第１９５号）第３０条第２項の規定により、

宇和島市土地改良区の定款の変更を認可した。

平成１９年１月２６日

愛媛県知事 加 戸 守 行

�������
�愛媛県告示第１３１号
土地収用法（昭和２６年法律第２１９号）第３４条の３の規定により、

次のとおり収用及び使用の手続の開始を告示する。

平成１９年１月２６日

愛媛県知事 加 戸 守 行

１ 起業者の名称

国土交通大臣

２ 事業の種類

一般国道５６号改築工事（宇和島道路・愛媛県宇和島市津島町高

田地内から宇和島市寄松字井手口地内まで）及びこれに伴う附帯

平成１９年１月２６日

愛媛県知事 加 戸 守 行

１ 講習の名称

クリーニング業務従事者講習

２ 主催者

東京都港区新橋六丁目８番２号

財団法人全国生活衛生営業指導センター

理事長 山 下 眞 臣

３ 研修の種類、開催日及び場所

種 類 開 催 日 場 所

集合して行う研修 平成１９年３月２５日（日） 松山市三番町５丁目１３番１
えひめ共済会館

４ 受講料

４，５００円

役員の種類 氏 名 住 所

理 事 藤 井 万一郎 宇和島市柿原６３６番地

〃 二 宮 通 弘 宇和島市宮下甲１０３１番地

〃 毛 利 長 生 宇和島市高串２番耕地１５８１番地１

〃 柿木山 達 美 宇和島市光満甲１４６１番地２

〃 松 本 泰 宏 宇和島市光満甲１５６８番地

〃 前 田 京司郎 宇和島市藤江１３２７番地

〃 和 田 茂 完 宇和島市大浦甲２２５番地７

〃 岡 富士夫 宇和島市大浦甲７４０番地

〃 松 � 桂 宇和島市大浦甲２２３８番地

〃 小田原 六太郎 宇和島市百之浦１２８１番地

〃 三 浦 義 博 宇和島市坂下津甲９１番地１

〃 山 下 力 吉 宇和島市白浜２７６番地

〃 山 下 良 治 宇和島市平浦１２３２番地８

〃 土 居 春 俊 宇和島市三浦東２６７０番地

〃 西 村 守 宇和島市三浦西３２２３番地

〃 小 林 輝 彦 宇和島市三浦西１６８３番地

〃 森 忠 宇和島市弁天町三丁目８番２４号Ｏｃｅ
ａｎＲｏａｄ昇幸１０１号室

〃 赤 松 南海男 宇和島市柿原甲１３１番地１

監 事 笹 岡 重 昭 宇和島市和霊町１２４１番地

〃 山 本 力 行 宇和島市三浦西１３１４番地２

〃 水 田 利 幸 宇和島市大浦甲２３８番地５

〃 西 蔭 眞 金 宇和島市高串２番耕地３３５番地

〃 大 西 伸 彦 宇和島市高串２番耕地３２３番地１

〃 山 崎 為 治 宇和島市藤江８３７番地

〃 葛 西 則 光 宇和島市大浦甲６４０番地

〃 水 田 利 幸 宇和島市大浦甲２３８番地５

〃 松 広 光 善 宇和島市大浦甲２２１４番地

〃 二 宮 通 弘 宇和島市宮下甲１０３１番地

〃 松 本 松 俊 宇和島市蛤２７２番地

〃 見 谷 和 利 宇和島市百之浦１２３７番地

〃 宮 本 喜 満 宇和島市本九島１８１５番地

〃 三 浦 義 博 宇和島市坂下津甲９１番地１

〃 竹 田 源太郎 宇和島市保手二丁目５番２２

〃 岡 本 寛 宇和島市蕨４６３番地２

〃 土 居 春 俊 宇和島市三浦東２６７０番地

〃 小 林 輝 彦 宇和島市三浦西１６８３番地

〃 西 村 守 宇和島市三浦西３２２３番地

監 事 笹 岡 重 昭 宇和島市和霊町１２４１番地

〃 山 本 力 行 宇和島市三浦西１３１４番地２

〃 広 沢 求 宇和島市百之浦１２５４番地

役員の種類 氏 名 住 所

理 事 川 井 又一郎 宇和島市三浦西２３７２番地

〃 藤 井 万一郎 宇和島市柿原甲６３６番地

〃 松 本 泰 宏 宇和島市光満甲１５６８番地

愛 媛 県 報平成１９年１月２６日 第１８３０号

１２０
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工事並びに市道、普通河川及び農業用道路付替工事

３ 手続が開始される土地

� 収用の手続が開始される土地

愛媛県宇和島市保田字落石、字七神、字西付、字大井手、字

清水及び字福ノ森並びに寄松字三反田及び字井手口地内

� 使用の手続が開始される土地

愛媛県宇和島市保田字落石、字七神、字西付、字大井手及び

字清水地内

４ 手続が開始される土地を表示する図面の縦覧場所

愛媛県宇和島市役所

�愛媛県告示第１３２号
道路法（昭和２７年法律第１８０号）第１８条第１項の規定に基づき、道路の区域を次のように変更する。

その関係図面は、松山地方局久万高原土木事務所において告示の日から２週間一般の縦覧に供する。

平成１９年１月２６日

愛媛県知事 加 戸 守 行

�愛媛県告示第１３３号
道路法（昭和２７年法律第１８０号）第１８条第１項の規定に基づき、道路の区域を次のように変更する。

その関係図面は、松山地方局久万高原土木事務所において告示の日から２週間一般の縦覧に供する。

平成１９年１月２６日

愛媛県知事 加 戸 守 行

�愛媛県告示第１３４号
道路法（昭和２７年法律第１８０号）第１８条第２項の規定に基づき、道路の供用を次のように開始する。

その関係図面は、八幡浜地方局大洲土木事務所において告示の日から２週間一般の縦覧に供する。

平成１９年１月２６日

愛媛県知事 加 戸 守 行

�愛媛県告示第１３５号
道路法（昭和２７年法律第１８０号）第１８条第２項の規定に基づき、道路の供用を次のように開始する。

その関係図面は、八幡浜地方局西予土木事務所において告示の日から２週間一般の縦覧に供する。

平成１９年１月２６日

愛媛県知事 加 戸 守 行

道路の種類 路 線 名 区 間 旧・新
別

敷 地 の
幅 員

メートル

延 長

キロメートル

備 考

県 道 上尾峠久万線
上浮穴郡久万高原町二名甲１４３５番１から

同町二名甲１１９６番１まで

旧 ３．６～１４．０
７．８～３９．０

０．３２０
０．５０７

新 ７．８～３９．０ ０．５０７

道路の種類 路 線 名 区 間 旧・新
別

敷 地 の
幅 員

メートル

延 長

キロメートル

備 考

県 道 美川川内線
上浮穴郡久万高原町直瀬甲５２２４番３から

同町直瀬甲４８１６番４まで

旧 ４．５～１４．０
８．０～２３．０

０．０６８
０．１４０

新 ８．０～２３．０ ０．１４０

道路の種類 路 線 名 供 用 開 始 の 区 間 供用開始の日

県 道 小田河辺大洲線 大洲市河辺町北平１２２５番２ 平成１９年１月２６日

道路の種類 路 線 名 供 用 開 始 の 区 間 供用開始の日

県 道 大洲野村線
西予市野村町蔵良２１４１番から

同町蔵良２０８７番３まで
平成１９年１月２６日

愛 媛 県 報平成１９年１月２６日 第１８３０号

１２１
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公 告
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�愛媛県告示第１３９号
建築基準法（昭和２５年法律第２０１号）第４２条第１項第５号の規定

により、次のとおり道路の位置を指定する。

平成１９年１月２６日

愛媛県知事 加 戸 守 行

１ 道路の位置

西予市宇和町上松葉２３１番１

２ 申請人の住所氏名

西予市宇和町野田４００番地６

有限会社丸万住宅 代表取締役 菊地 唯司

３ 図面省略

�愛媛県告示第１３６号
道路法（昭和２７年法律第１８０号）第１８条第２項の規定に基づき、道路の供用を次のように開始する。

その関係図面は、八幡浜地方局西予土木事務所において告示の日から２週間一般の縦覧に供する。

平成１９年１月２６日

愛媛県知事 加 戸 守 行

�愛媛県告示第１３７号
道路法（昭和２７年法律第１８０号）第１８条第１項の規定に基づき、道路の区域を次のように変更する。

その関係図面は、宇和島地方局愛南土木事務所において告示の日から２週間一般の縦覧に供する。

平成１９年１月２６日

愛媛県知事 加 戸 守 行

�愛媛県告示第１３８号
道路法（昭和２７年法律第１８０号）第１８条第２項の規定に基づき、道路の供用を次のように開始する。

その関係図面は、宇和島地方局愛南土木事務所において告示の日から２週間一般の縦覧に供する。

平成１９年１月２６日

愛媛県知事 加 戸 守 行

�公 告

一般県営住宅の入居者募集について

愛媛県県営住宅管理条例（昭和３５年愛媛県条例第１５号。以下「条例」という。）第３条第１項の規定に基づき、一般県営住宅の入居者を

次のとおり公募する。

平成１９年１月２６日

愛媛県知事 加 戸 守 行

道路の種類 路 線 名 供 用 開 始 の 区 間 供用開始の日

一 般 国 道 ４４１号
西予市野村町旭４番２から

同町旭３１番２まで
平成１９年１月２６日

〃 〃
西予市野村町旭２１９番２から

同町旭２５５番２まで
〃

道路の種類 路 線 名 区 間 旧・新
別

敷 地 の
幅 員

メートル

延 長

キロメートル

備 考

県 道 猿鳴平城線
南宇和郡愛南町中浦４７２番３から

同町中浦９５番６まで

旧 ４．３～１８．２ ０．１５７

新 １０．５～２４．８ ０．１５５

道路の種類 路 線 名 供 用 開 始 の 区 間 供用開始の日

県 道 猿鳴平城線
南宇和郡愛南町中浦４７２番３から

同町中浦９５番６まで
平成１９年１月２６日

愛 媛 県 報平成１９年１月２６日 第１８３０号

１２２



監 査 公 表

�公表第６号
地方自治法（昭和２２年法律第６７号）第１９９条第１２項の規定により、

措置を講じた旨の通知があったので、次のとおり公表する。

平成１９年１月２６日

愛媛県監査委員 壺 内 紘 光

同 玉 井 実 雄

同 竹 田 祥 一

同 白 石 友 一

１ 公募対象の建物概要

設置所在地名 団 地 名 構 造 別 型 別 床 面 積 募 集 戸 数
（特定目的住宅を含む。）

１ＬＤＫ ４３．２� ４戸

松山市朝日ヶ丘二丁
目 朝美 高 層 耐 火 ２ＬＤＫ

（車椅子用住宅） ７６．３� １戸

３ＬＤＫ ７１．２� ９戸

備考 「特定目的住宅」とは、入居者又は同居親族に６０歳以上の者がいる世帯、入居者又は同居親族に心身障害者がいる世帯、同居親族に１８歳未満の児
童が３名以上いる世帯及び入居者が配偶者のない女子で現に児童を扶養しているものである世帯を対象とする住宅をいう。

２ 家賃

条例第９条に規定する額。なお、家賃の外に共益費が必要である。

３ 入居者の資格（次の事項（公営住宅法施行令（昭和２６年政令第２４０号）第６条第１項各号に掲げる者で知事が一般県営住宅の管理上適

当と認めるものにあっては�及び�、被災市街地復興特別措置法（平成７年法律第１４号）第２１条に規定する者で当該災害の発生した日か
ら起算して３年を経過していないものにあっては�）を具備すること。）
� その者の収入が条例第５条第１号に規定する金額を超えないこと。

� 現に同居し、又は同居しようとする親族（事実上婚姻の関係と同様の事情にある者その他の婚姻の予約者（３箇月以内に結婚する者

に限る。以下同じ。）を含む。）があること。

� 現に住宅に困窮していることが明らかな者であること。

４ 申込受付期間

平成１９年２月１日から９日まで

なお、抽せん日以後でも入居可能な場合は、順次申込みを受け付ける。

５ 申込受付場所

松山地方局建設部建築指導課

６ 申込みに必要な書類

� 県営住宅入居申込書

� 市町長の発行する平成１７年分の所得証明書

� 平成１８年分の所得を証明する書類（源泉徴収票又は収支明細書）

� 住民票の謄本

� 婚姻の予約者については、双方の両親又は媒酌予定者による婚約証明書

７ 入居の決定

抽せんにより決定する。

８ 抽せんの日時及び場所

� 日時

平成１９年３月２日（金）午前９時３０分

� 場所

松山市北持田町１３２番地

松山地方局 ７階大会議室

９ 抽せんの方法

一般住宅と特定目的住宅とは、別に抽せんする。

１０ 入居時期

平成１９年４月下旬頃

１１ その他

特定目的住宅へ入居申込みをする者は、その旨を申し出て、対象世帯であることの確認を受けること。

監 査 対 象 機 関 監 査 年 月 日

警 察 本 部 平成１８年１１月９日

愛 媛 県 報平成１９年１月２６日 第１８３０号

１２３



公営企業公告
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�公表第７号
地方自治法（昭和２２年法律第６７号）第１９９条第９項の規定により、

監査の結果を次のとおり公表する。

平成１９年１月２６日

愛媛県監査委員 壺 内 紘 光

同 玉 井 実 雄

同 竹 田 祥 一

同 白 石 友 一

�公 告

次のとおり一般競争入札に付する。

平成１９年１月２６日

愛媛県公営企業管理者 和 氣 政 次

１ 入札に付する事項

� 件名

土地（建付地）の売払い

� 売り払う土地（建付地）の所在地、地目及び地積等

所 在 地
土 地 建 物

地 目 地 積 構 造 床 面 積

松山市樽味四丁目２５６番１ 宅 地 １，０５３．２１�
鉄筋コンクリートブロ

ック造陸屋根２階建
７２８．９０�

２ 入札に参加する者に必要な資格等

� 入札に参加する者に必要な資格

地方自治法施行令（昭和２２年政令第１６号）第１６７条の４の規定に該当しない者であること。

� 契約条項を示す場所等

ア 契約条項を示す場所、入札心得書の交付場所及び問い合わせ先

愛媛県公営企業管理局総務課財産管理係

〒７９０―８５７０

愛媛県松山市一番町四丁目４番地２

電話 （０８９）９１２―２７９４

イ 入札心得書の交付方法

アに掲げる場所で交付する。

ウ 現地説明の日時及び場所

� 日時

（監査の結果）

公務中の警察車両による事故や警察車両運転者の不注意による自損事

故が依然として多発しており、職員意識の高揚と事故防止対策の徹底に、

より一層努められたい。

（措置の内容）

１ 各種会議等における指導教養の実施

定例の幹部（所属長・次長）会議や警察署に対する総合監察、各種

巡回指導の機会をとらえて、交通事故防止対策の徹底を指示している。

また、年末年始の各種事故防止を目的として各所属に対する随時監察

を実施し、その中で職員による交通事故防止について厳しく指導して

いる。

２ 職務倫理向上運動の実施

県警が組織を挙げて取り組んでいる職務倫理向上運動の一環として

全職員を対象とした交通事故防止に関する小集団検討会を実施し、職

員の安全運転に関する意識付けを図っている。

３ 交通事故再発防止検討会の実施

平成１８年上半期における公用車事故（過失１００％）を惹起した対象

職員を本部に招致し、事故原因や背景等を究明するとともに職責の自

覚を促し、緊張感を持った運転を心掛けるよう厳しく指導し、交通安

全意識の高揚を図っている。

４ 基本的運転技術の向上方策

従来からの警察車両運転技能検定に加え、警察学校に職員を入校さ

せ運転免許センターにおける車両運転実技や体験シュミレーター等に

よる実践的教育を実施することにより、事故回避のための運転技術の

向上に努めている。また、一定の事故惹起者に対しては、適性検査に

監 査 対 象 機 関 監 査 年 月 日

西 条 地 方 局 産 業 経 済 部 平成１８年８月２２日

（監査の結果）

平成１７年度における予算の執行その他について、監査を実施したとこ

ろ、監査公表（平成１８年１０月２７日付け公表第３１号）で公表したもののほか、

次の事項が認められた。

平成１７年度県営基幹水利施設補修事業（平山第２地区）について、必

要な手続きをとることなく、契約工期を越えて工事を継続し、工期内に

工事が完成したように装って、工事代金を支払っていた。

今後は、関係法令を遵守し、事業執行の適正化に万全を期されたい。

よる運転技能の実態把握や警察車両の運転技能検定の再検定を義務付

けるなど、厳しく対応している。
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平成１９年２月２２日（木）午前１０時

� 場所

売り払う土地の所在地

３ 入札及び開札

� 入札及び開札の日時

平成１９年３月５日（月）午前１０時

� 入札及び開札の場所

愛媛県松山市一番町四丁目４番地２

愛媛県庁第二別館６階大会議室

� 入札書の提出方法

持参により提出すること。

４ その他

� 入札及び契約手続において使用する言語及び通貨

日本語及び日本国通貨

� 入札保証金及び契約保証金

ア 入札に際しては、入札金額の１００分の５以上の入札保証金を納付しなければならない。ただし、指定金融機関、指定代理金融機関

又は収納代理金融機関が振出し又は支払保証をした小切手をもって入札保証金の納付に代えることができる。

イ 契約に際しては、契約金額の１０分の１の契約保証金を納付しなければならない。

� 入札の無効

２�に掲げる資格を有しない者の提出した入札書及び入札者に求められる義務を履行しなかった者の提出した入札書は、無効とする。
� 契約書作成の要否

要

� 落札者の決定方法

愛媛県公営企業会計規程（昭和４６年愛媛県公営企業管理規程第９号）第１７６条において例によることとされる愛媛県会計規則（昭和

４５年愛媛県規則第１８号）第１３３条の規定に基づいて作成された予定価格の制限の範囲内で最高価格をもって有効な入札を行った入札者

を落札者とする。

� 売り払う土地の用途制限

ア 落札者は、契約締結の日から５年間、売り払う土地を風俗営業等の規制及び業務の適正化等に関する法律（昭和２３年法律第１２２号）

第２条第１項に規定する風俗営業、同条第５項に規定する性風俗関連特殊営業その他これらに類する業の用に供してはならない。

イ アの条件に違反した場合は、県の定める金額を違約金として県に支払わなければならない。

� その他

詳細は、入札心得書による。

�公 告

次のとおり一般競争入札に付する。

平成１９年１月２６日

愛媛県公営企業管理者 和 氣 政 次

１ 入札に付する事項

� 件名

土地（建付地）の売払い

� 売り払う土地（建付地）の所在地、地目及び地積等

所 在 地
土 地 建 物

地 目 地 積 構 造 床 面 積

松山市持田町二丁目２３４番１ 宅 地 １，４０２．０６� 木造スレート葺平家建 ４２１．７９�

２ 入札に参加する者に必要な資格等

� 入札に参加する者に必要な資格

地方自治法施行令（昭和２２年政令第１６号）第１６７条の４の規定に該当しない者であること。

� 契約条項を示す場所等

ア 契約条項を示す場所、入札心得書の交付場所及び問い合わせ先

愛媛県公営企業管理局総務課財産管理係

〒７９０―８５７０
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愛媛県松山市一番町四丁目４番地２

電話 （０８９）９１２―２７９４

イ 入札心得書の交付方法

アに掲げる場所で交付する。

ウ 現地説明の日時及び場所

� 日時

平成１９年２月１６日（金）午前１０時

� 場所

売り払う土地の所在地

３ 入札及び開札

� 入札及び開札の日時

平成１９年２月２８日（水）午前１０時

� 入札及び開札の場所

愛媛県松山市一番町四丁目４番地２

愛媛県庁第二別館６階大会議室

� 入札書の提出方法

持参により提出すること。

４ その他

� 入札及び契約手続において使用する言語及び通貨

日本語及び日本国通貨

� 入札保証金及び契約保証金

ア 入札に際しては、入札金額の１００分の５以上の入札保証金を納付しなければならない。ただし、指定金融機関、指定代理金融機関

又は収納代理金融機関が振出し又は支払保証をした小切手をもって入札保証金の納付に代えることができる。

イ 契約に際しては、契約金額の１０分の１の契約保証金を納付しなければならない。

� 入札の無効

２�に掲げる資格を有しない者の提出した入札書及び入札者に求められる義務を履行しなかった者の提出した入札書は、無効とする。
� 契約書作成の要否

要

� 落札者の決定方法

愛媛県公営企業会計規程（昭和４６年愛媛県公営企業管理規程第９号）第１７６条において例によることとされる愛媛県会計規則（昭和

４５年愛媛県規則第１８号）第１３３条の規定に基づいて作成された予定価格の制限の範囲内で最高価格をもって有効な入札を行った入札者

を落札者とする。

� 売り払う土地の用途制限

ア 落札者は、契約締結の日から５年間、売り払う土地を風俗営業等の規制及び業務の適正化等に関する法律（昭和２３年法律第１２２号）

第２条第１項に規定する風俗営業、同条第５項に規定する性風俗関連特殊営業その他これらに類する業の用に供してはならない。

イ アの条件に違反した場合は、県の定める金額を違約金として県に支払わなければならない。

� その他

詳細は、入札心得書による。

�公 告

危険物取扱者試験の実施に関する公示について

消防法（昭和２３年法律第１８６号）第１３条の５第１項の規定により、愛媛県知事から委任された危険物取扱者試験を次のとおり公示する。

平成１９年１月２６日

財団法人 消防試験研究センター

理事長 白 谷 祐 二

１ 試験日・受験願書の受付期間及び受付場所等

区 分 試 験 日 受 付 期 間 受付場所（問い合わせ先） 提出方法

前 期

平成１９年

６月１０日（日）

開始時間 １０時

４月９日（月）から

４月１８日（水）まで

必着

（財）消防試験研究センター 愛媛県支部

〒７９０‐０００３

松山市三番町４－１０－１
郵送又は持参
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後 期

平成１９年

１０月２８日（日）

開始時間 １０時

８月２７日（月）から

９月１０日（月）まで

必着

愛媛県三番町ビル１階

電話 ０８９‐９３２‐８８０８

受付時間 ８：３０～１７：００

２ 試験の種類別試験会場及び所在地

試験の種類 試 験 会 場 所 在 地 摘 要

甲種・乙種第１類

～第６類・丙種

危険物取扱者試験

新居浜工業高等専門学校

松山工業高等学校

八幡浜工業高等学校

新居浜市八雲町７－１

松山市真砂町１

八幡浜市古町２－３－１

試験会場については、人

数等の関係により、他の場

所に変更することがありま

す。

乙種第４類（科目

免除なし）・丙種

危険物取扱者試験

東予高等学校

今治工業高等学校

吉田高等学校

西条市周布６５０

今治市河南町１－１－３６

宇和島市吉田町北小路甲１０

３ 受験願書用紙・受験案内等の配布場所

� （財）消防試験研究センター 愛媛県支部

� 愛媛県県民環境部管理局消防防災安全課

� 愛媛県各地方局県民生活課

� 松山市消防局及び各市・町・地区消防本部

�公 告

消防設備士試験の実施に関する公示

消防法（昭和２３年法律第１８６号）第１７条の９第１項の規定により、愛媛県知事から委任された消防設備士試験を次のとおり公示する。

平成１９年１月２６日

財団法人 消防試験研究センター

理事長 白 谷 祐 二

１ 試験日・受験願書の受付期間及び受付場所等

試 験 日 受 付 期 間 受付場所（問い合わせ先） 提出方法

平成１９年８月１９日（日）

開始時間 ９時

６月２７日（水）から

７月９日（月）まで

必着

（財）消防試験研究センター 愛媛県支部

〒７９０―０００３

松山市三番町４－１０－１

愛媛県三番町ビル１階

電話 ０８９―９３２―８８０８

受付時間 ８：３０～１７：００

郵送又は持参

２ 試験の種類別試験会場及び所在地

試験の種類 試 験 会 場 所 在 地

甲種特類・甲種１類～５

類・乙種１類～７類

消防設備士試験

愛媛県立松山工業高等学校 松山市真砂町１

３ 受験願書用紙・受験案内等の配布場所

� （財）消防試験研究センター 愛媛県支部

� 愛媛県県民環境部管理局消防防災安全課

� 愛媛県各地方局県民生活課

� 松山市消防局及び各市・町・地区消防本部

平成１９年１月２６日 発行
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